
 ふくおかフゖナンシャルグループ経営企画部長の浅野でございます。 

 本日はお忙しい中、多数お集まりいただきありがとうございます。 

 冒頭15分程度で、第１四半期決算の概要についてご説明させていただき、その後、
質疑応答を行います。 

 それでは、2025年度第１四半期決算ハ゗ラ゗ト資料に沿ってご説明いたします。 

 １ページをご覧ください。 



 まず、第１四半期の総括です。 

 年度計画に対して、連結コゕ業務純益の進捗率が27.1%、連結当期純利益の進捗
率が28.5%といずれも順調な進捗となりました。 

 業容面では、預金・貸出金平残ともに、引き続き増加トレンドを維持しており、
有価証券については、評価損益がほぼフラットに改善しており、総じて良好な決
算となりました。 

 以降、詳細についてご説明させていただきます。 

 ３ページをご覧ください。 

 





 こちらが第1四半期の損益サマリーです。 

 連結コゕ業務純益は、ベゕやDX関連の成長投資等により経費が増加しましたが、
預貸金利息や市場運用部門収益の増加、みんなの銀行事業におけるシステム外販
収益の計上等により、前年比＋59億円の337億円となりました。 

 信用コストは、前年の大口回収剥落など特殊要因がなくなったことにより、前年
比では、＋30億円の増加となっておりますが、年度計画169億円に対しては26億
円、15%程度の計上であり、信用コストは依然として低位に留まっている状況で
す。 

 有価証券関係損益は、政策保有株式の売却益等などを計上し＋14億円となりまし
た。 

 以上により、連結当期純利益は、前年比＋19億円の228億円。年度計画800億円
に対する進捗率は28.5%となりました。 

 なお、銀行合算のコゕ業務純益の進捗率が23.6%とやや低位になっております
が、住宅ローンの短期プラ゗ムレート引き上げの効果が7月から出るなど預貸金
利息が年度後半にかけて増加する計画であることや、信用系フゔンドの収益計上
が2Q、4Qになることに起因するものであり、こちらも計画通りと考えていま
す。 

 ６ページをご覧ください。 



 

 

 



 



 スラ゗ドに銀行合算のコゕ業務純益の推移を示しています。 

 スラ゗ド右側の前年比増減要因をご覧ください。 

 貸出金利息が利回りの改善要因で＋84億円増加、ボリュームの増加要因で＋12億
円増加しています。利回りの改善は計画どおり、ボリュームの増加はやや計画を
上回っています。 

 一方で、金利上昇の影響により、預金利息が▲84億円増加していますので、国内
預貸金利息は＋12億円となりました。 

 有価証券利息は、前年同期比での円債残高の増加と債券利回りの改善を要因に＋
27億円増加しています。 

 資金取引については、金利上昇により、日銀当座預金および政府向け貸出金の利
息が増加しましたが、同様に、レポ等の市場調達や金利スワップの支払いも増加
していますので、前年比横ばいです。 

 非資金利益については、昨年度、新NISAの取り扱い開始により、投信販売が堅調
であったことの反動や、住宅ローン団体信用生命保険の配当金が減少したこと等
により▲14億円となりました。 

 経費については、人件費やDX投資等の成長投資により、▲20億円増加していま
すが、計画通りとなっています。 

 ８ページをご覧ください。 



 



 スラ゗ド左側に国内貸出金利回りを示しています。 

 国内貸出金利回りは全体で前年比+22bp改善しています。 

 セグメントごとにみると、大中堅が＋31bp、中小企業が＋27bp、個人が+13bp
です。 

 個人向け貸出金の利回りの改善幅が法人と比較して緩やかになっているのは、先
ほど申し上げた住宅ローン金利の引き上げのタ゗ミング（2024/12、2025/6）が、
短期プラ゗ムレート引き上げのタ゗ミング（2024/10、2025/3）より遅れている
ことが要因です。 

 FFGは円貨貸出金約15兆円のうち、固定金利の割合が約４割と、比較的大きい分、
現状は、貸出金利回りの改善幅が限定的ですが、固定金利貸出の平均年限は４年
程度ですので、今後数年間で徐々に改善していく見通しです。 

 右側に国内預貸金利鞘を示しています。 

 1Q時点で、預金の利回りについては先行して上昇していますので、今後、貸出金
利回りの改善にともない、利鞘は拡大していく見通しです。 

 ９ページをご覧ください。 



 非資金利益の状況をご説明します。 

 連結の非資金利益は、みんなの銀行事業のシステム外販収益の計上等により、前
年比＋43億円となりました。 

 投信・保険手数料は前年比▲７億円となりました。 

 投信・保険手数料の減収要因は、昨年度の投信販売が過去最高となった反動によ
るものです。 

 投資信託につきましては、右上の表に記載しているとおり、販売手数料は減少し
ましたが、残高の積み上げにより、信託報酬は増加しています。 

 足元で、グループの投資信託残高は１兆4,000億円を突破しており、投信ビジネ
スは堅調に推移していると評価しています。 

 法人関連フゖーについては、前年比横ばいの進捗です。 

 今年度より、M&Aビジネスの強化に向けて、グループの子銀行それぞれにあった
機能・人員を関連会社のFFGサクセションに集約しています。 

 それにともない、M&A関連の収益が法人関連フゖーではなく、子会社損益に計上
されるため、法人関連フゖーは減少する計画となっています。 

 10ページをご覧ください。 



 連結経費は、ベゕ等による人件費と、DX関連の成長投資や基盤システムの更改
等によるシステム関連費用の増加により、前年比＋32億円となりました。 

 年度の連結経費の計画が1,724億円ですので、進捗率25%程度とおおむね計画ど
おりの水準で推移しています。 

 DX投資等の成長投資により経費が増加傾向にありますので、引き続き、投資効
果を適切に検証し、経費コントロールを行っていきます。 

 なお、経費は増加していますが、トップラ゗ンが増加したことにより、コゕ
OHRは前年比▲2.8%の55.8％となっています。 

 11ページをご覧ください。 

 



 信用コストは、前年発生した、不動産ノンリコースローンやLBOローンにおける
大口の回収が剥落したことで前年比＋30億円となっています。 

 1Qの信用コストは年度計画に対して15%程度の進捗ですので、依然として低位
に留まっている状況です。 

 ただし、米国関税政策など、先行き不透明な状況は続いていますので、信用コス
トの年度計画は維持しています。 

 12ページをご覧ください 

 



 右側のグラフは貸出金平残ですが、前年比＋2.2%の年率で堅調に推移していま
す。 

 右下欄外にセグメント別の年率を記載しておりますが、収益のドラ゗バーとなる
個人向けが2.9%、中小企業向けが2.5%と順調に進捗しているほか、東京の上場
企業向けのエクスポージャーが増加したことで、大中堅企業向けの貸出金が
7.9%伸びています。 

 一方で、公金、国際部門については、収益性を重視し、低採算案件を抑制してい
ることから、減少している状況です。 

 13ページをご覧ください 

 



 預金の推移を示しています。 

 右側のグラフは預金平残ですが、年率は計画並みの推移ではありますが、前年同
期の0.6%から、0.3%とやや鈍化しています。 

 こちらの要因ですが、個人預金については、新NISA等により個人預金が資産運
用商品にシフトしていることや、物価高により個人支出が増加していること等に
より伸びが鈍化。 

 法人預金は、賃上げによる人件費の増加や原材料の高騰の影響で残高がやや減少。 

 公金預金は、金利競争が激化しているため、収益性の観点から、入札を抑制して
いるため残高が減少している状況です。 

 全体としては、預金の収益性を重視していることから、高金利商品の展開による
預金獲得ではなく、粘着性の高い預金の獲得に向けて、給与振込や決済などの基
盤強化、利便性を向上させるためのバンキングゕプリの機能追加等に取り組んで
います。 

 また、定期預金については、「NISA定期預金」や「相続定期預金」など、他の
取引と組み合わせた商品設計とすることで、総合的な収益性を確保しながら展開
していく方針です。 

 15ページをご覧ください。 

 



 



 有価証券運用の状況を示しています。 

 第１四半期は、金利上昇が見込まれる中で、円債への投資は抑制しており、円債
のデュレーションは２年未満にまで短縮し、10bpvは▲60億円まで減少させてい
ます。 

 今後は、メ゗ンシナリオとして見ているターミナルレート1%迄の距離を見極め
ながら、金利リスクを慎重に復元していく方針です。 

 外債については、今後金利低下が見込まれることから、変動債への投資を中心と
しつつ、固定債への投資も慎重に進めていきます。 

 有価証券の評価損益については、円債投資の金利リスク抑制と株価上昇により、
ヘッジ考慮後の有価証券評価損は25/6末時点で▲３億円と、ほぼフラットにま
で改善しました。 

 17ページをご覧ください。 

 



 



 最後にみんなの銀行事業について説明します。 

 みんなの銀行関連の損益は、三菱UFJ銀行へのシステム外販収益の計上により1Q
時点の連結当期利益が20億円となっていますが、年間では▲50億円を計画して
います 

 口座数は引き続き増加傾向にあり、25/6末時点で132万口座。 

 貸出金残高も増加が継続しており、25/6末時点でローン残高は254億円となりま
した。こちらは、2025年度計画380億円の達成に向けて、期初計画どおり進捗し
ています。 

 また、ローンに関しては、開示債権比率も低下傾向にあります。 

 預金残高合計は331億円と25/3末対比で横ばいですが、日常生活の中で決済等に
ご利用いただいている普通預金残高は94億円から136億円へと増加していますの
で、キャンペーン等による一過性の預金ではなく、相応の粘着性がある預金獲得
が進んでいる状況です。 

 2027年度の黒字化に向けて、全国に顧客基盤を有するパートナー企業との事業
共同化やみんなの銀行の機能強化、ローン収益の拡大等に取り組んでいきます。 

 大口顧客基盤先との事業共同化については、現在、先方との協議を進めています。 

 具体的な進捗がお伝えできず申し訳ありませんが、リリース後に改めてご説明さ
せていただきたいと考えていますので、今しばらくお待ちください。 

 私からのご説明は以上です。 

 



 


